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Abstract

In 2000, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science ＆ Technology announced 

“Enrichment of Student Life in Universities － Development of Universities in Support of 

Students” (HIRONAKA Report) that emphasized the importance of “student’s perspective”. 

However, in the stream of research on student affairs, the concept of “student’s perspective” 

is not necessarily clear. The purpose of this paper is to review research studies on student 

affairs from the perspective of students especially by focusing on the survey methodology 

and the analytical framework. As a result, the importance of constructing the integrated 

framework of student affairs for supporting them effectively is shown because issues and 

worries students face are wide and varied.

１．はじめに

　本稿の目的は、わが国の「高等教育研究における未開拓の領域として、これまでほとんど焦点が

当てられて来なかった」（小貫 2009：6）１）学生支援の研究や実践を、「学生の視点」２）からみるこ

とによって、学生支援に関する調査・研究の方法論上および分析上の特徴を整理することである。

　学生支援に大きな影響を与えてきたものとして、2000年６月、文部省高等教育局から出された

『大学における学生生活の充実方策について（報告）―学生の立場に立った大学づくりを目指して

―』（以下、「廣中レポート」とする）があげられる（鶴田 2007、高石 2009など）。当時、「廣中レポー

ト」の調査研究会の座長であった廣中平祐山口大学学長は、「教員中心の大学」から「学生中心の

大学」３）に視点をあらためること、転換することを強く主張している（廣中 2000：7)。ここでは一

貫して、「大学はより学生の視点に近い位置に立ち、学生に対する教育・指導の充実やサービス機

能の向上に努めることが重要」（文部省高等教育局 2000）であるとされ、「学生の視点」が明確に

言及されている。また、2005年１月、中央教育審議会答申「我が国の高等教育の将来像」において
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は、早急に取り組むべき重点施策の一つとして「学生支援の充実・体系化」が、さらに2007年３月、

日本学生支援機構の『大学における学生相談体制の充実方策について―「総合的な学生支援」と「専

門的な学生相談」の「連携・協働」―』の報告書では、「教育の一環としての学生支援・学生相談」、「学

生の個別ニーズに応じた学生支援」といった「廣中レポート」の趣旨にそう方向性が示されている

（日本学生支援機構2007：6-7）。

「全入時代」の到来に伴い、わが国の大学はますます多様な学生が入学するようになり、個別

大学は、教育に加えて学生生活の面においても、そのニーズに応じた対応が迫られている（川島

2010a：14）。日本学生支援機構が実施した「大学、短期大学、高等専門学校における学生支援の

取組状況に関する調査（平成22年度、回収率93.8％）」によれば、自大学の学生支援について、「大

学生活の基盤を保障している」と考える大学等が92.1％（「強くそう思う」38.7％＋「ある程度そ

う思う」53.4％）、「今後、学生支援により一層力を入れていきたい」と考える大学等が99.4％（「強

くそう思う」84.3％＋「ある程度そう思う」15.1％）にのぼっている（川島 2010b、日本学生支援

機構学生生活部編 2011：136)。ここ数年の間に、文部科学省では「新たな社会的ニーズに対応し

た学生支援プログラム（通称 学生支援GP）」を実施し、独自の工夫や努力により特段の効果が期

待されるプログラムを選定、情報提供や財政支援を行っている。今や個別大学にとって、いかにし

て「大学全体の学生支援力」（日本学生支援機構2007：5）を構築し高めていくのかが喫緊の課題と

なっている。しかしながら、個別大学がモデルにできるような優れた学生支援の実践や取り組みを

提示する調査・研究が不足しているのが現状である４）。

　本稿では、はじめに学生支援を検討する際に、なぜ「学生の視点」に注目するのかその理由を述

べ（２．)、次に、「学生の視点」からみるということはどういうことなのかを、これまでの学生を

対象にした調査や個別大学の事例を分析した先行研究を参照しながら、その論点を考察する（３．）。

そして最後に、「学生の視点」から学生支援をみていくときの研究および実践の課題を整理する

（４．）。

２．なぜ「学生の視点」に注目するのか

まず、これまでの学生支援に関する調査・研究は、主に誰が何を分析の対象としてきたのかを簡

単に確認したい。例えば、学生支援のトピックを集めた代表的な学術雑誌である、文部省大学学術

局編『厚生補導』や後続誌の『大学と学生』などを見ると、研究者（教員）に加え、学生支援を実

際に行っている職員、相談員等が執筆した論文や調査結果、解説、事例紹介が多く収録されている。

また、最近では職員を中心として、大学院で自身の担当業務を対象とした研究も行われている５）。

野澤（1999：96）が「教員の視点だけではなく、日常業務を通して学生に接する事務職員の視点

も加えて、全学的な観点から学生の支援を考えてゆくことが不可欠である」と指摘しているように、

それぞれの業務領域での立場を生かした調査研究は、今後も一層進められるだろう。

ここで重要なことは、とりわけ学生支援の実践においては、「教員や職員の視点」のみでその取

り組みや方向性を考えていっても、提供したい支援と受けたい支援の間に齟齬が生じる可能性が出

てくることである（高橋ほか 2004：85-6など）。ただし、「教員や職員の視点」からみることそれ
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自体によって、学生の置かれた立場や見方、視角が必ずしも無視されてしまうというわけではない。

実際に職員は、キャリア支援、学生相談といった業務領域ごとに学生のことを理解し、彼らが抱え

る問題の解決に向け、支援している（中山 2005；畑 2005；喜田・高木 2001；舩越・山崎 2007な

ど）。

しかしながら、当の学生支援の「主役」である学生は千差万別であり、彼らの抱える悩みやニー

ズも、勉学の問題からメンタルヘルス、留学にいたるまで複雑に交差し、その表出のあり方も多様

になってきている。悩みやニーズの存在がどのようなかたちで、いつ、誰に対して示されるのかが

分かりにくいこともある（松塚 2009：68など）。加えて、教員や職員にとっては、直接接触する学

生以外の情報が少なく、学生の全体動向が見えにくいとも言われている（丸山 2008：5-27）。こう

した中で、学生支援をみていくとき、業務領域ごとの視角を超えて、総合的に学生支援をあつかう

ことが重要であり６）、そのために「学生の視点」を導入することは、総合的な学生支援の分析枠組

みの構築するうえで有効ではないだろうか。

３．「学生の視点」からみるとはどういうことか

２．では、なぜ「学生の視点」に注目するのかを、学生支援に関する調査・研究の特徴と業務担

当者やその領域の特質、学生の悩みやニーズの広がりを中心に検討した。本節では、「学生の視点」

から学生支援をみるとはどのようなことを意味するのか。関連する先行研究やいくつかの学生調査

の動向を概観することで、以下、２つの論点を考察する（３．１．，３．２．）。

３．１．学生の実像を把握する

⑴　分析枠組みの構築の必要性

「学生の視点」からみるうえで学生の実像・実態を捉えることは、学生支援の被支援者（＝つま

り学生自身）を考えることであり、不可欠な作業となる７）。日常的には、教員は、授業やゼミ、オ

フィスアワーなどで、職員は、業務領域ごとで相談窓口などを通じて学生と接し、学生の姿を捉え

る（岩田 2008など）。ほかには、学生の成績の変動や単位の履修状況に関する情報から把握するこ

とも可能である（松塚 2009：68）。

一方で、学生の実態を把握するためのデータを得る代表的な方法として、学生を対象にした学生

調査があげられる。図表１によれば、大学が主体となって行うものだけでも、一般に学生生活調査、

大学満足度調査、様々なアンケート調査などがあり、それ以外では、日本学生支援機構で２年ごと

に「学生生活調査」を、全国大学生生活共同組合連合会では毎年「学生生活実態調査」を実施、公

表している。

図表１の主な調査は、学生生活全般の動向や実態を把握することに主眼が置かれており、必ず

しもすべてが学生支援に活用するのに適した調査デザインになっているとは限らない。ただ、沖

（2011：46）が「従来から学生支援で一般的な固有の事例の積み重ねによる個別対応に加えて、よ

り総合的な学生支援を実施していくために、学生調査等のデータに基づく当該機関固有の学生支援

策立案が必要となっていく」と指摘しているように、総合的な学生支援のあり方や方向性を議論す
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るには学生調査を行うことは重要であると考えられる。それでは、そもそも学生調査にはどのよう

な特徴があり、どのようにして取り組まれているのだろうか。

現在、多くの大学で定期的な学生（生活）調査が行われている。ただし、これは単に学生の生活

状況や授業への出席状況、課外活動への参加、アルバイトの状況などを集計したにすぎない面があ

り、分析も不十分である（山田 2005：3）。調査の質問項目も教員側で作成、分析まで行い（苅谷 

1995：173）、学生自身の発想や見方がとり入れられることがほとんどないというのが実情であろ

う。また、調査結果を示せば調査が完了しているとみなし、学生の学習や生活の様々な支援に対す

る基礎資料として活用していくところまでの取り組みにはほとんどつながっていない（堤田2008：

180など）。こうした点に関して苅谷（1996：65）は、「基本的な姿勢としては、調査を単純集計だ

けで読まないこと。どういう項目が関連しているということを、ある程度仮説というか、見込みを

もって調査をデザインしておかないといけない」と指摘している。さらに金子（1996：66）は、質

問項目に関して、「大学が本来どうあるべきなのか、理念みたいなものをつねに考えつつ、問題を

設定する」ことをあげている。学生支援を行っていくうえで、学生の実態について正しい理解をも

つことが重要であることは言うまでもないが（高橋ほか 2004：86）、調査の主体が、（大規模）学

生調査をいかに実施し、学生の実像を把握していくのかといった一連の調査プロセスも重要なポイ

ントになりうる。ゆえに、学生の実像を把握するためには、苅谷（1996：65）や金子（1996：66）

の指摘を踏まえた分析枠組みの構築が必要になってきているのである。

⑵　分析枠組みの構築の事例

日本における（大規模）学生調査は、研究者や研究グループの問題関心に即しながら行われてき

たため、調査目的、実施方法、データの分析方法が多種多様である（山田 2010：154など）。その

ために、学生調査の全体像が見えにくいとも言われてきた（角方 1996：54）。この点に関して、例

図表１　主な学生の実態把握（調査）

(
)

( )
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えば金子（1996：55）は、学生に関する調査を、「問題発見型」（問題がどこにあるかを発見する、

学生の学習経験などの具体的な手がかりから大学教育の問題を発見する）と「エバリュエーション

型」（改革へのリアクション、反応を調べる）の２つの型に分けて整理している。

近年、研究者による学生調査には、東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策センター編

（2008）、武内編（2009）、山田礼子編（2009a）、山田浩之（2009）、秦ほか（2004）、片桐（2009）、

河地（2005）などがある。これらの学生調査は、主に大学生の中学や高校までの学習行動、大学教

育にどのような「かまえ」（金子 2007：24）をもっているのか、学習や生活実態、価値観や将来の

進路意識などを把握するものが多い。また、データの分析を通じて、学生の実態や特徴を把握する

だけでなく、大学教育の改善や労働市場から求められている課題にどのように対応していくべきか

といった改善に向けてのデータとしても利用できる可能性をもっている（山田 2008：21）。さらに

は、学生支援の実践における具体的な計画や点検、評価のデータとして活用できる部分も少なくな

いと考えられる。

　最近、学生支援GPのプログラムや独自の学生調査によって、個別大学は積極的に自大学の学生

の実像を把握するようになってきている。ある学生の固有な情報や、全学生の平均値といったもの

ではなく、まとまりのある学生のタイプを抽出することや、類型化される学生のタイプの分布がど

のようになっているのかを知ることは、学生自身がいかなる支援が求めているのかを議論するうえ

でも効果的である。ここでは以下、個別大学の分析事例として、調査によって学生のタイプ分けを

している筑波大学と長岡大学をとりあげる。

　まず、筑波大学では、「学生生活アンケート」の「満足・充実総合指標」から、学生を４つの学

生群（「充実群」、「平均群」、「消極群」、「不適応群」）に分類した。その結果、全体の６割強を占め

る「平均群」と「消極群」の存在が問題としてあげられ、これらの群に対して自信が育つ積極的な

支援が必要であるとされた。筑波大学では、2008年度の学生支援GPとして「共創的コミュニティ

形成による学生支援―学生・教職員が一体となった新たな自主的活動の創生」のプログラムが選定

されている。

　次に、長岡大学では、「学生満足度調査」から長岡大学の学生の意識を分析しているが、全体と

して内向きで、引きこもり傾向が６割近くを占めており、真面目だが大人しく積極性に欠けるとさ

れている。「生活の規則性」と「外向性」を基準としてタイプを分け、「規則・内向」、「規則・外向」、

「不規則・内向」、「不規則・外向」の４つに分類された。長岡大学では、こうした学生のタイプを

大学生活の満足度の充実や就職支援などに生かすように努めている。なお、長岡大学では、2009年

度の文部科学省「大学教育・学生支援推進事業【テーマＢ】学生支援推進プログラム」として、「学

生の３つの就職力一体形成支援プログラム」が選定されている。

上述の二大学の分析事例から分かることは、これまでの「「大衆型大学」の学生像」（高石 

2009：87）や「古典的な「あるべき」大学生像」（金子 2008：4）では、多様化する学生の実像は

捉えられなくなっていること、そして、伝統的な大学生像では把握しえない変化が、大学教育の実

践（居神 2010：28など）、さらには学生支援の場においても起こっていることである（三宅 2005、

居神 2009など）９）。こうした学生の実像の変化に対して研究と実践においてどのように対応するの
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か、参考になる具体例をあげる。それは、自身の経験に基づいて東京経済大学の学生のタイプ分け

を行い、モデルを構築し、学生のキャリア・ニーズを把握する枠組みを提示した合谷（2008）の

研究である。合谷（2008：250）は、「学生の特徴を考慮せず、一面的かつ一方的なキャリア教育

を課している現場を目の当たりにしてきた」と述べ、学生のタイプ別の特徴をあげ、そのタイプ分

布によるキャリア教育のニーズと対応を整理することで具体的な施策の推進につなげようとしてい

る。この研究から示唆されることは、学生の実像（例えば、学生のタイプ）にみられるような、個

別大学の多様な特性に応じた分析枠組みが求められていることである。

３．２．学生支援の「評価」―学生調査の方法論上および分析上の特徴―

⑴　学生支援に資する情報を得るには

大学が行っている多くの学生調査は、学生生活の向上はもとより、大学の様々なシステムや教育

環境の実態を詳細に把握し、より良く改善していくうえで非常に有益なデータを提供している。

例えば、図表２は、一橋大学学生生活員会による「平成17年度学生生活実態調査報告書」データ

の一部を、筆者が松塚（2009：60）の研究を参照し修正したものである。ここでは、一橋大学の学

生に限定されるが、彼らが学生支援（教職員からすれば各々の業務領域）の場を、どの程度必要だ

と思っているのかを示している。多くの学生が必要であると考えているのは、「保健センター」や

「学生相談室」で約85％の学生が必要（「極めて必要である」＋「必要である」）、他方で、あまり学

生が必要ではないと考えているのは、「キャリア支援室」と「クラス担任」（同上）となっている。

ほかに、早稲田大学学生部の「学生生活調査報告書（2009年度 第28回）」によれば、早稲田大

学の学生は、「キャリアセンターやそのサービスを利用したことがありますか」で、「はい」が

15.8％、「いいえ」が83.1％である。この結果から大半の学生は、キャリアセンターにお世話になっ

図表２　学生支援に対する学生の認識
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（注）松塚（2009：60）および一橋大学（2007）「平成17年度学生生活実態調査報告書」を参考に筆者作成。
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ていないことになる。利用に関して「いいえ」と回答した学生の理由は、「どのようなサービスが

あるのか知らない」が73.0％、「場所が分からない」が53.6％と続いている。また、中央学院大学の

学生相談室に対する認知や利用の意志を調査した小池ほか（2010）によれば、学生相談室の場所を

「知っていた」学生は44.4％、また、学生相談室を利用したいと思うかについて、「そう思う」が7.6％、

「ややそう思う」が23.2％で、あまり需要は高くないようである。

　上記の複数の大学における学生調査は、学生支援の実践や取り組み状況や問題を発見できるよう

な調査結果を積極的に提示している一例である。ただし、３．１．⑴で検討したように、学生調査は、

単に学生の意見を聞きとることや単純集計のみに終始する可能性も多分にある。加えて、学生の求

めること、期待することを把握できるようなデータも案外得られていない。橋本（2002：180）は、

「アンケート…のような形だけではどうしても一方的な調査・一方的な申し入れにとどまりやすく

一定の限界があり、むしろ、恒常的にこの問題に関して教員と学生が対話するシステムが必要なの

である」と述べているが、学生調査を実施することそれ自体が、そのまま調査・研究にせよ、実践

にせよ、学生支援を「学生の視点」からみることの保証にはならないかもしれない。

この点に関して参考になるのは、東京工業大学では、2005年から教育改善や施設建設・整備、学

内サービス向上といった大学の取り組みに、学生の意見や要望を取り入れる「学勢調査」という全

学的な調査を実施している。この調査がユニークなのは、調査結果の集計、解析、提案を、公募に

応じた学生サポーター約30名（2008年度の場合）が主導して実施していることである。学生自身が

アンケート結果を読み解き、建設的な提案もすることで、その調査の分析結果が最終的に「提言書」

として学長へ提出されていることである。同様な手法として、学生自身が調査に主体的に参加する

例を補足すると、個別の一大学を対象とした調査ではないが、13の国私立大学を対象にした『大学

生データバンク』（東京大学教育学部比較教育社会学コース編、1995年５月）調査がある。これも

学生自身の発想や見方が調査にもり込まれている点で特徴的である８）。「学生自身による学生調査

（とその報告）は、仮説づくり、質問文の作成、さらには分析枠組みの設定といったそれぞれの局

面において」（紅林 1996：25）、いかに学生のリアリティに接近できるのかを考えるうえでも多面

的な枠組みを提供しうるものである（苅谷ほか 1995）。

さらに、調査以外の把握方法として簡潔に整理すれば、少なくとも以下、図表３にみられる意見

箱の設置や懇談会の実施なども、学生の意向や期待をすいあげる有効な取り組みのひとつであるか

もしれない。

図表３　主な学生の実態把握（調査以外）
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⑵　学生のニーズの把握

今日の大学には、様々な家庭背景、能力、資質、学力を持った学生が入ってきている。大学に

進学する理由は個々の学生によって異なり、また大学生活の過ごし方も一様ではない（Benesse教

育研究開発センター編 2008，東京大学大学院教育学研究科大学経営・政策センター編 2008など）。

学生は日々、自分で「こうしたい」という希望や、大学側に「こうして欲しい」といった要望を抱

いている。こうした希望や要望に応えるのが学生支援の役割のひとつであり、学生の具体的なニー

ズをいかに把握するのかがきわめて重要な課題となっている10）。

1999年７月、「大学における学生生活の充実に関する調査研究会（第１回）」（議事要旨）でも、

各協力者からの意見として、「学生のニーズというが、具体的にはどういうものなのか」といった

問題提起がなされている。最近の動向では、中央教育審議会大学分科会の大学教育の検討に関する

作業部会（学生支援検討ワーキンググループ第２回、2009年６月）で、「多様なニーズに対応する

大学教育」や「学生の高いニーズをとらえること」がとりあげられている。多様化する学生のニー

ズの内実を問い、いかにその把握を試みるかに関心が集められてきたかが分かる。

ニーズの把握には、様々な方法が考えられる。例えば、大学が学生調査の関連する質問項目の一

部でニーズの項目を設けること、従来の学生調査とは別にニーズに特化した調査を改めて実施する

こと、また研究者が自らの所属大学において、自身の関心で調査を進めること、などである。

ただ、単に意見を聞きとることは、調査者にとってそれほど負担が少なくて済むだろうが、方法

論的には素朴であり、調査をデザインした者（ここでは学生支援にたずさわる教職員）の想定を超

えるニーズを把握することができないかもしれない。他方で、研究者（教員）が実施する場合は、

調査目的が明確であることが多く、得られたデータを統計的手法を駆使して分析し、そこから課題

を整理したり（平井 2001、井口ほか 2009、永石ほか 2009、小関 2004、石原・難波 2003、志波

原ほか 2009、清水ほか 2009など）、なぜ学生（のタイプ）ごとでニーズの違いが起こっているのか、

彼らの意識を分析したり（合谷 2008、葛城 2009など）、質的なインタビューなどの方法も併用し

たりする（吉田・矢野 2008、吉田 2010など）。金子（1998）は、学生が「どういうニード（本稿

では「ニーズ」）を持っているのかということをきちんと把握することがまず大切」であり、「ニー

ドを把握するということは、ニードに効率的に対応していくための、一種の戦略を立てる」ことで

あると言う（金子 1998：87-93）。学生のニーズを効果的かつ効率的に把握する方法論と、ニーズ

に柔軟に対応していくための分析の手法をどのように検討していくのかは、重要な論点になってく

る。

山田（2008：21）が指摘するように、学生調査は、そのデータの分析を通じて「『調査から何が

わかり、そして大学教育の改善に向けて何をすべきか』という課題を立て、次に実際の改善策を実

践し、検証していくというPDCAサイクルへと結びつけること」ができるものであり、「評価」と

して位置づけられるものである。すなわち、学生支援においては、「キャンパス内の修学問題をよ

り広い社会的な視野に立って調査・研究していく」（橋本 2010：219）機能を担いうるだろう。
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４．まとめ

以上、本稿では学生支援の調査・研究において、なぜ「学生の視点」からみるのかその理由を述

べ（２．）、「学生の視点」から学生支援をみるとはどういうことかについて、学生の実像を把握す

ること（３．１．）、学生支援の「評価」（３．２．）の２つの論点を考察した。最後に、本稿のまとめ

として、今後の研究課題も含めて以下、二点整理したい。

　一点目として、これまでも学生支援においては「学生の視点」の重要性が言われてきたが、それ

を学生支援に関わる研究者（教員）や職員が、それをどのような方法を用いて把握し分析を行って

きているのか、そしてそこにはどのような特徴や課題があるのかは、十分に整理されてこなかった。

本稿では、こうした問題意識を背景として、「学生の視点」を学生支援の調査・研究と実践に導入

することによって、いわゆる「教員や職員の視点」では捉えることが難しい学生の悩みやニーズの

多様化、複雑化に対応できる、より総合的な学生支援の分析枠組みの構築が求められていることを

提示した。

二点目として、学生調査を学生支援に対する「評価」として位置づけ、その方法と分析の特徴を

整理した。業務としての学生支援の実践を考慮すると、PDCAサイクルを取り入れることは重要

な論点であり、すでにこうした取り組みを進めている大学も出てきている。今後は、本稿で検討し

た「学生の視点」に基づいた新たな学生調査を構想するとともに11）、PDCAサイクルにおける学生

支援のあり方と方向性を明らかにすることが課題である。

本稿では、「学生の視点」からみる学生支援を検討していくときの基本的な考え方を提示するこ

とを試みた。「学生生活に関する調査や問題対応で挙げられている各種課題を克服するための専門

的な研究と、学生支援全体に関わる実践との架橋をどのように進めていくのか」（沖 2011：46-7）

という研究と実践の両方の課題に、「学生の視点」はインパクトを与えるものと考える。

注

１） 学生支援に関連した数少ない研究として、戦後アメリカから学生支援がどのようにわが国に導入されてき

たのか経緯を概観した大山（2000）の研究がある。

２） これまでも少なからず「学生の視点」は大学教育で議論されてきた。例えば、武内（2006a）や武内（2011）

は、授業や部・サークル活動、アルバイト、恋愛、資格志向などを「学生の視点」でみている。また、苅

谷ほか（1995）は、学生が大学の授業で単位を取得するまでにどのようなタクティクス（戦術）を用いて

いるのか、授業への意味づけや対応のあり方に関して「学生の視点」をくみとりながら明らかにしようと

している。しかしながら、いずれも学生支援の領域には重点が置かれていない。

３） 「学生中心の大学」については、すでに喜多村（1987：202）が、日本の大学が「教授本位の大学から学生

中心の大学への移行、すなわち『教師の大学』から『学生の大学』への転換がすでに始まっており、今後

もその方向への移行はますます急速に進行するのではないかという仮説」を述べている。

４） 一般に、「支援がなされるためには人、物（資金を含む）そして情報（データや知識を含む）などの資源に

加えて、それらを活用して支援を実現するノウハウ（モデル）が必要である」と今田（1997）は指摘している。

５） 例えば、所智子（2009）「在学率向上につながる初年次学生支援プログラムの研究」（名城大学大学院大学・
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学校づくり研究科修士学位論文）などである。

６） 立命館大学事務職員の小倉（2010：246）は、「これまでの私が対応してきた学生実態や業務上の経験からい

えば、正課・課外あるいはその他の生活の全般に関わって、総合的に支援するべき学生実態は確実に広がっ

ています」と述べており、さらに伊藤（2008：141）は、学習支援に関して「日本において学生がライティ

ングセンターに期しているところはアメリカと異なる場合もあり、その最も大きな相違点は学生生活全般

にわたる支援が求められている点である。これは、あくまでもライティングの指導のみを役割とするアメ

リカのライティングセンターにはあまり見られない特性である」と指摘し、実践においても、総合的な学

生支援が求められている一例である。

７） 小橋・飯島（1997：17）は、「『支援とは、他者の意図を持った行為に対する働きかけであり、その意図を

理解し、その行為の質の改善、維持あるいは行為の達成をめざすものである。』このとき働きかけを行うも

のを、支援者と呼び、支援を受ける行為の主体を、被支援者と呼ぶ」と定義しており、ここでは支援者を

教員や職員、被支援者を学生とする。いかに学生の実態と意識を正確に捉えるかは寺尾（2010）も指摘し

ている。

８） 学生調査に「学生の視点」をとり入れてきた武内清は、自身の研究を振り返りながら、「当時、大学生の

実態を実証的に明らかにしたいと、ゼミの学生たちと大学生を対象にした調査を、二、三年に一度実施し

報告書を刊行してきた。学生と共同作業する中で、学生の視点を取り入れられると考えた」（武内 2006b：

425）としている。

９） 居神（2009）は、「非選抜型大学」（入試合格率の点で実質的な学生の選抜が困難になった大学を特定化する

ための概念をさす）の学生に対する現状のキャリア教育のあり方や就活の現実への対応を検討している。

10） 山田礼子（2009b：15）は、多様化する初年次教育の文脈でしなければならないことは、ニーズの把握であ

り、多様化するニーズを把握して分類していくことが必要であると指摘している。

11） これには、社会心理学に端を発する援助要請研究（help-seeking）の知見（相川 1987、島田 2000など）と、

関連する学生相談領域の先行研究（高野・宇留田 2002、木村 2006、木村 2007、伊藤 2007、日本学生相談

学会50周年記念誌編集委員会編 2010など）も参考になるだろう。
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